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Ⅰ．緒言
現在，日本国内のみならず世界的規模で新型コロ

ナウイルス感染症（COVID-19）が猛威を振るって
いる．世界保健機関（WHO）は，2020 年 3 月 11 日
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Abstract
The purpose of this study was to clarify the transformation of people's exercise implementation and 

factors in the COVID-19 pandemic among the residents of Toyama Prefecture. For this study, a questionnaire 
form was distributed to 5,100 monitors registered with an Internet research company in Toyama Prefecture, 
and 570 responses were obtained. The Internet research company then eliminated incomplete responses, and 
the survey data was finally narrowed down to 500 respondents. In this study, we proceeded with the analysis 
by dividing the respondents into four groups according to their exercise frequency before and during the 
COVID-19 pandemic. The groups were as follows: 28 （5.6％） increased their exercise frequency, 96 （19.2％） 
decreased their exercise frequency, 197 （39.4％） did not change their exercise frequency, and 179 （35.8％） 
did not exercise at all. The group that did not exercise was higher than the national average. The proportion 
of respondents who answered that they were not in good health was higher only in the non-exercise group. 
In addition, the percentages of respondents who answered that they lacked physical fitness and that they 
were not confident in their physical fitness were high in all groups. Next, we analyzed the promotion 
factors and constraint factors of exercise. The promotion factors of exercise were the increased frequency 
of exercise and the awareness of one's own health under the COVID-19 pandemic. In addition, the sports 
community of the group that continued to exercise more frequently was also expanded to online venues. 
In terms of the constraint factors of exercise, anxiety about infection with COVID-19 itself was considered 
to be a factor in the decrease in frequency of exercise. In addition, the spread of COVID-19 restricted the 
location of their activities and prevented them from participating in their clubs and teams, which were also 
considered to be disincentive to exercise. 

In the future, it is necessary to maintain a situation in which people can continue to engage in exercise 
and sports without discontinuing places and opportunities to do so, even in the midst of the COVID-19 
pandemic.
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に新型コロナウイルスの感染拡大状況をパンデミッ
クと認定し（NIID 国立感染症研究所，2020），こ
れまでいくつもの感染の波を引き起こして今日に至
る．国内においても 2020 年 1 月に国内で初めての
感染者が確認されて以降，新しい生活様式とされる
基本的な感染対策の推奨（厚生労働省，2020）や幾
度となく発出されてきた緊急事態宣言（内閣官房，
2020）などを通して国民の活動，行動形態が大きく
変化してきている．また，感染者が国内で確認され
た直後は教育機関の休校，公共の体育館および民間
のフィットネスクラブなどの体育・スポーツ施設の
一時閉鎖も相次ぎ，あらゆる人々のスポーツの機会
や場が失われることとなった．

では，新型コロナウイルス禍（以下，コロナ禍）
において国民の運動実施に影響を及ぼしたとされる
要因はどこにあるのであろうか．ここ数年，新型コ
ロナウイルスが流行を見せ始めて以降，流行前後
の運動実施や生活の変化，身体活動量を比較した
報告（星ほか，2021；中井ほか，2021；Yamada et 
al.，2021）は徐々になされてきた．加えて，新型コ
ロナウイルスと運動・スポーツに関連する研究につ
いてはいくつか散見されるようになっている．例え
ば大学生を対象にコロナ禍における運動習慣や身体
機能，ストレスなどの不定愁訴の実態を調査した研
究では，コロナ禍によって精神的健康度や身体的健
康度の低下がみられること（星野ほか，2021；篠原
ほか，2021）や，オンライン授業の継続等により，
ストレスならびに疲弊感が増加している傾向が確認
されている（宮地・中島，2020；末次ほか，2021；
安田ほか，2021）．また，筋力トレーニングやヨー
ガ，ストレッチなど屋内で行える個人スポーツの実
施は増加をみせており，いわば静かで混雑していな
い空間を利用する等の環境要因がスポーツ実施に影
響を与えていることが示されている（長村・福岡，
2021）．さらにスポーツ庁（2021a）によると，コロ
ナ禍における運動・スポーツ実施を阻害する要因と
して「新型コロナウイルスへの感染不安」が最も高
いとしているほか，大勝（2021）はコロナ禍におい
て同居する子どもがいる女性が生活時間の変化や心
の状態の変化を最も受けているとしており，女性が
家庭の役割を担うとされる性別役割意識が運動・ス
ポーツ実施に影響を与えているとしている．このよ
うにコロナ禍のスポーツ実施においては，運動を行
うことのできる人・場所・立場などの環境的な要因
による影響を受けていることが推察される．新型コ
ロナウイルスが国民の運動実施に影響を与えたこと
は上述の報告等により明らかとなっているが，それ

らは少なからず地域間での差がみられるものと推察
される．スポーツ実施に関してはかねてから地域
差が存在することが指摘されており（田中・江刺，
1993），特定地域を対象としたより詳細な調査分析
を行うことで，その地域の運動実施状況の把握や課
題に関するより有益な情報が得られ，調査地域の今
後の運動・スポーツ実施政策の一助にもなると考え
られる．そのような中，本研究においては元より県
民の運動・スポーツ状況に課題のある富山県下を対
象とした調査研究を行うこととした．富山県のス
ポーツ実施率は，コロナ流行前より成人の週 1 回以
上の運動実施率が 36.1％と国の実施率（53.6％）を
大きく下回っている結果を示しており，富山県の運
動・スポーツに関する政策課題として挙げられてい
ることにある（富山県・富山県教育委員会，2020）．
これまでの富山県下に関する報告では，自家用車で
の移動に過度な依存傾向にあることがライフスタイ
ルの特徴であるとしている（富山市，2018）ほか，
運動・スポーツを実施しない理由として仕事や家事
が忙しくて時間がないといった理由が全国の割合に
比べ高い傾向を示している（富山県，2016）．さら
に現在ではこれらの理由に加え，新型コロナウイル
ス感染症の流行が富山県の運動実施率に何らかの影
響を及ぼしている可能性が窺える．

以上のことより本研究では，元より運動実施率が
低い傾向にある富山県民を対象とし，コロナ禍での
人々の運動実施行動の変容と運動実施への影響要因
の関連について横断的データを用いて明らかにする
ことを目的とした．本研究の結果が明らかになるこ
とで，富山県内におけるコロナ禍での運動実施の状
況を把握する一文献として広く認知されることが期
待される．

Ⅱ．方法
1．調査対象者および調査方法

本研究では富山県内を対象に 20 代，30 代，40 代，
50 代，60 代以上の 5 つの年齢別カテゴリーを男女
各 50 サンプル，計 500 サンプルの取得となるよう
アンケートによる調査を行った．アンケート調査に
ついてはインターネット調査会社（楽天インサイト
株式会社）に依頼をし，富山県内在住者の登録モニ
ター約 15,500 サンプルの中から調査会社によって無
作為的に抽出された 5,100 サンプルに質問フォーム
が配信された．その結果 570 サンプルが回収された．
その後，未回答項目がある回答者および，すべて同
一回答がなされている回答者を排除するなど，回収
された 570 サンプルのうち調査会社によって回答余
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剰 70 サンプルが絞り込まれ，計 500 サンプルとなっ
たデータを取得した．そのため，本データ取得時の
有効回答率は 100％となった．しかしながら，20 代
男性においては回答総数の関係上，予定していたサ
ンプル数の収集が困難であったことから 20 代女性
の回答者から補填をし，20 代のみ男性 45 名，女性
55 名の回答データの取得となった．本調査はイン
ターネット調査会社が取り扱う個人情報についての
規約遵守のもと，回答者のプライバシー保護ならび
に他の機関への漏洩，目的外使用を一切行わないこ
ととした．調査対象者への倫理的配慮として，オン
ライン調査会社同様，質問の冒頭に，調査内容は本
研究での分析にしか用いないことを申し合わせ，同
意できる者にのみ回答を依頼している．本調査期間
は 2021 年 12 月 13 日から 12 月 15 日までであった．

2 ．調査項目
調査項目は，石井ほか（2009）や谷ほか（2016），

スポーツ庁（2021a）が行った調査，尺度を参考に以
下の通り設定した．
1 ） 個人的属性  

　個人的属性では年齢に関する質問を行った．
2 ） 運動・スポーツ実施頻度に関する項目  

　本項目では，コロナ禍でのスポーツ実施頻度
の推移をコロナ流行前期および流行期の 2 つに
期分けをし，新型コロナウイルスが猛威を振る
い，日本国内で緊急事態宣言の第 1 回目が発出
された 2020 年 4 月以降（質問では年度末まで）
をコロナ流行期，それ以前をコロナ流行期前と
して独自に設定し調査を行った．コロナ流行期
およびコロナ流行前期について，調査期間か
ら 1 年以上前の実施頻度を想起しなければなら
ないという懸念が生じたが，国内初の緊急事態
宣言という，対象者が想起するに足る出来事を
時点の区切りとして設定することで調査方法と
しての妥当性の担保を図った．また，調査の対
象となった時点は現況とは異なり，新型コロナ
ウイルスに関する情報も乏しく，国民のスポー
ツ活動に大きな制限がかけられている期間であ
り，調査対象者にはこの時点の運動・スポーツ
実施に関して特に意識をしてもらい，回答を得
た．本項目は，運動を行っている頻度を週あた
り平均して「週 3 日以上」「週 1 ～ 2 日」「月 1 ～
3 回」「月 1 回未満で頻度は決まっていない」「運
動は行っていない」の選択肢の中より回答を求
めた．

3 ） 主観的な意識に関する項目  

　本項目では自己の健康状態，運動不足感，自
己の体力への自信に加え，新型コロナウイルス
禍による影響の有無についての質問を行った．

4 ） 運動・スポーツの促進要因および阻害要因に関
する項目  
　本項目は，先の研究をもとにそれぞれ 17 項目
を設定した．運動・スポーツの促進要因ならび
に阻害要因は人々の身体活動ならびに運動実施
の重要な予測要因であるとされており（Trost 
et al.，2012），これまで運動実施における促進
要因と阻害要因に関する研究は国内外問わず
多岐にわたって行われてきている（Eyler et 
al.，2003；Kylie et al.，2006；Reichert et al.，
2007；清水・石井，2011；浅沼，2019；冨山ほか，
2021）．本研究においても調査項目として設定す
ることで，コロナ禍での運動実施に繋がる要因
の解明ができるものと捉えた．

また，3）主観的な意識に関する項目および 4）運
動・スポーツ実施の促進要因ならびに阻害要因に関
する項目では 4 つの選択肢を設け，否定的評価を 1，
肯定的評価を 4 とする 4 段階リッカートタイプ尺度
を用いて調査を行った．この質問尺度においては奇
数選択肢を設定すると自己の中間の態度や意見では
なく非回答といった意味合いで中間項目が選ばれる
場合があることから（Sturgis et al.，2012），本調査
においては中間選択肢を設けることは不適切である
と考え 4 件法による調査を実施した．

3 ．分析対象の抽出
本研究では，取得した対象者データを前述のコロ

ナ禍前後のスポーツ実施頻度に焦点を当て，コロナ
流行期前から流行期中の実施頻度に応じて 4 つの群
を抽出し用いることとした．具体的には，コロナ流
行期前よりも運動・スポーツの実施頻度が増加して
いるグループを「頻度増加群（n=28）」，コロナ流行
期前よりも運動・スポーツの実施頻度が減少してい
るグループを「頻度減少群（n=96）」，コロナ流行期
前と流行期で運動・スポーツの実施頻度が変わらな
いグループを「頻度継続群（n=197）」，コロナ流行
期前より運動は行っていないグループを「未実施群

（n=179）」と定義した．頻度増加群においてサンプ
ルが少ないことが懸念されたが，サンプルサイズが
小さい（例えば n が 30 以下）場合にも検定導入の
ための統計的な前提が適切であれば，標本の大きさ
に関係なく保証されることから（水本，2010），本
研究においても特に問題視はせず，これら 4 群を用
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いて分析を進めることとした．

4 ．分析方法
まず，分析対象者全体の傾向を確認するために単

純集計を実施した．その後，個人的属性，健康・運動・
体力に関する主観的意識項目を，分類した 4 群間で
特徴的な違いがないかを知るため，クロス集計なら
びにχ 2 検定による有意差検定を行い，有意な差が
みられた項目では残差分析を行った．中でも「健康
状態感」「運動不足感」「体力への自信」「新型コロ
ナによる運動・スポーツ実施への影響」の項目にお
いては 4 つの選択肢を肯定的評価と否定的評価での
2 値に変換して分析を行った．その際，各セルの期
待度数が 5 以上であること（Cochran，1954）を確
認し実行した．続いて，コロナ禍において運動・ス
ポーツを実施する上での促進要因ならびに阻害要因
を明らかにするための指標づくりとして，主因子法

（プロマックス回転）による確認的因子分析を行い，
それぞれの因子を抽出した．今回の因子分析におい
て，因子の数はスクリー基準と固有値の変化に鑑
み，促進要因および阻害要因どちらも 3 因子構造が
妥当と考えた．また，本因子分析の因子負荷量の基
準は 0.40 とした．最後に，各群での運動・スポーツ
実施に関する促進要因と阻害要因を比較するため，
抽出された因子毎に回答項目を数値化し，それらを
平均した得点（平均因子得点）を用いて一元配置分
散分析（その後 Scheffe による多重比較）を行い，実
施頻度間でのコロナ禍の人々の運動・スポーツに対
する影響の差異に関して結論づけることとした．な
お，このスポーツ実施に関する促進要因と阻害要因
の分析について，抽出した 4 群のうち未実施群は元
より運動を実施していない群であることから運動実
施に対する各要因の分析対象として適切ではないと
考え，本項目の分析は頻度増加群，頻度減少群，頻
度継続群の 3 群間での比較を行うこととした．これ
らの統計解析には IBM SPSS Statistics 統計解析ソ
フト V28 を用いており，本研究の統計的な有意水準
は 5％とした．

Ⅲ．結果及び考察
1．�単純集計および各運動頻度群と関連項目の有意
差判定

本調査対象者の年代，健康・運動・体力に関する
主観的な項目についての結果は表 1 の通りである．
まず，抽出した 4 群においては頻度増加群が 5.6％，
頻度減少群が 19.2％，頻度継続群が 39.4％，未実施
群が 35.8％であった．スポーツ庁（2022）の調査で
は 2021 年の全国での調査において，この 1 年間に
運動・スポーツを行わなかった割合は 17.3％であり，
本調査対象となった富山県民の方が運動・スポーツ
を実施していない割合は多いことが窺えた．また， 
5％水準で有意な差がみられた項目は「健康状態
感」，「運動不足感」，「体力への自信」，「新型コロナ
による運動・スポーツ実施への影響」であった．ま
ず，「健康状態感」では運動頻度継続群は自己の健
康状態を健康であると感じ，未実施群では自己の健
康状態を健康でないと感じる割合がそれぞれ有意に
高かった．様々な年齢層において，継続的な運動習
慣は自身の主観的な健康感やメンタルヘルスの高ま
りに寄与するとの報告がなされている（河野ほか，
2016；佐藤，2021）．つまり，運動習慣がある者は
自己の健康感も高く，運動習慣がない者は自己の健
康感も低いことが考えられる．本結果が示すことと
して，運動実施頻度の違いは自己の健康状態の感じ
方にも差を生じさせていることが推察できる．一方，

「運動不足感」では，主観的に運動不足であると感
じている者の割合がどの群でも多い傾向にあった．
これは，王ほか（2020）やスポーツ庁（2021b）の調
査でも，運動不足を感じる者の割合は高い傾向が示
されたことを報告しており，本研究の結果と同様の
傾向を示していた．運動不足感のうち，特に頻度減
少群ならびに未実施群では「ある」において有意な
差が認められたことから，運動頻度が減少もしくは
未実施というネガティブな状況であることは主観的
な運動不足感に関する意識にも影響を及ぼしている
ことが考えられる．「体力への自信」では，全ての
群において自己の体力への自信が「ある」と回答し

図 1　分析対象の枠組み
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た者よりも，「ない」と回答した者の割合の方が多
かった．なおかつ，未実施群に至っては自信ありと
回答した者の割合は非常に低く，自信なしと回答し
た者の割合が最も高い結果を示していた．先行研究
において，運動実施頻度が多い者の方が自己の体力
向上の認識について肯定的な結果をみせることこと
が報告されている（重松ほか，2007）ことから，反
対に運動実施頻度が低い場合には肯定感が減少する
ものと考えられる．つまり，本研究対象者のうち，
特に未実施群においては，運動不足感同様に運動に
触れる機会が存在しないことが自己の体力感にネガ
ティブな影響を及ぼしているものと推察できる．最
後に「新型コロナによる運動・スポーツ実施への影
響」では，頻度増加群および運動頻度減少群は何ら
かの影響を受けたという割合が多く，運動頻度継続
群および未実施群は影響を受けていないという回答
者の割合が多かった．本結果は，運動・スポーツ実

施頻度が変化した群で新型コロナウイルスによって
何らかの影響を受けたと感じる者が多く存在してい
ることを示しており，その具体的な影響を精査する
ことは非常に重要であると考える． 

2 ．�コロナ禍での運動・スポーツ実施に関する促進
要因ならびに阻害要因

2.1　促進要因，阻害要因の確認的因子分析
運動・スポーツ実施に対する促進要因ならびに阻

害要因についての確認的因子分析を実施した．その
結果，促進要因に関しては「身近なところにスポー
ツ施設や運動できる場所がある」「自宅でできるス
ポーツ・エクササイズ動画を見るようになった」「オ
ンライン形式によるスポーツ大会に参加するように
なった」の項目で基準値を満たさなかったため本尺
度から除外し 14 項目から構成した．第 1 因子は自
己の健康やストレス，楽しみ，挑戦欲求などの項目

表 1　研究対象者の個人的属性および健康・運動・体力についての意識項目

表 2　�新型コロナウイルス禍での運動・スポーツ実施におけ
る促進要因の探索的因子分析
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がみられたため，「F Ⅰ健康・自己実現要因」と命
名した．第 2 因子は自身の余暇日や時間的な余裕
についての項目であったため，「F Ⅱ実施時間要因」
と命名した．第 3 因子はスポーツ実施に伴う人や金
銭的な側面に関する項目であったため，「F Ⅲ人的・
金銭的要因」と命名した．本尺度の累積寄与率は
54.96％となった．

阻害要因に関しては，「身近なスポーツ施設が休
業したり無くなったりした」「金銭的な余裕がなく
なった」「家事や家庭に使う時間が増えた」「他の趣
味に使う時間が増えた」「健康状態が悪くなった」
の項目で基準値を満たさなかったため本尺度から除
外し 12 項目から構成した．第 1 因子は時間・機会・
費用・人などの外的な環境要因に関する項目がみ
られたため，「F ⅰ外的環境要因」と命名した．第
2 因子は新型コロナに関する感染不安や風評による
影響，そこからの自己の運動意欲低下に関する項目
であったため，「F ⅱコロナ・運動意欲要因」と命
名した．第 3 因子は所属チームの活動や出場する大
会，試合の中止という項目がみられたため，「F ⅲ
参加中止要因」と命名した．本尺度の累積寄与率は
50.01％となった．

また，これらの測定尺度の信頼性を Cronbach’s 
alphaを用いて検証した．通常，基準値となるα = 0.60
を上回っていることが信頼性の条件とされているが

（Nunnally，1967），促進要因ならびに阻害要因のい
ずれの因子においてもその基準値を上回っていたこ
とから本尺度の信頼性が確認された．また，各因子
間の相関係数は促進要因において 0.534 から 0.658，
阻害要因において 0.334 から 0.626 であった．異な
る構成概念の因子として扱うことのできる基準値と
される 0.850（Kline，2004）を下回っていたことから，
弁別的妥当性も認められる結果が得られたとして本

尺度を分析に用いることとした．

2.2　�運動・スポーツ実施頻度別にみた新型コロナ禍
での促進要因・阻害要因の比較

抽出した因子をもとに，3 群（頻度増加群，頻度
減少群，頻度継続群）による比較を行った．その結果，
促進要因では F Ⅰ健康・自己実現要因ならびに F
Ⅲ人的・金銭的要因において有意な差が認められた．
その後の多重比較によって，F Ⅰ健康・自己実現要
因では，実施頻度増加群（2.70）が減少群（2.24）お
よび継続群（2.26）よりも有意に高かったことから，
運動頻度が増加している群は運動頻度が減少，継続
している群よりも，コロナ禍でより自己の健康や体
型，生きがいづくりを行う意識が芽生えている背景
があると窺え，それが運動実施頻度の増大に繋がっ
ていると推察できる．定期的に運動するための内的
要因として，健康志向が強い人ほど運動の実施率が
高いことが報告されている（孫，2007）ことからも，
本結果のようにコロナ禍によって生じた不安感や疲
労感を昇華するため，健康志向が高まっていること
やストレス解消に対する意識高揚が実施頻度増加群
の背景として窺える．さらに，折戸ほか（2021）は
大学生を対象としたコロナ禍での健康意識の調査
で，健康維持を行う理由として新型コロナウイルス
への感染予防対策を第一に挙げている．また，高い
身体活動を定着させることで新型コロナウイルス感
染リスクの低減，重症化予防，死亡率の低下を図る
ことができるとされている（Hamer et al.，2020；
Lee et al.，2021）．つまり，本結果でみられた健康・
自己実現要因において，運動頻度増加群が他の 2 群
よりも高値を示した背景には，新型コロウイルス感
染症への罹患不安の払拭や感染予防対策を目的とし
た行動欲求があったと推測される．次に，F Ⅲ人的・
金銭的要因では，運動頻度減少群（1.58）よりも運
動頻度継続群（1.76）の方が有意に高かったことか
らコロナ禍でも運動頻度が継続できた背景には新型
コロナウイルス流行に関係なく，個人の持つコミュ
ニティの中で指導者や共に運動に取り組める仲間が
存在していることが窺える．25 ～ 44 歳の壮年期を
対象とした研究では，運動習慣の促進要因として，
一緒にスポーツを行う仲間がいることをはじめと
し，身近なところに施設がある，参加のしやすさが
要因として挙げられている（黒崎ほか，2021）．また，
内田・中垣内（2020）の長崎県民を対象とした研究
で，運動の促進要因として「一緒にする仲間がいる」
との結果を示していたことからも，特に，一緒にス
ポーツを行う仲間の存在という促進要因は本研究の

表 3　�新型コロナウイルス禍での運動・スポーツ実施におけ
る阻害要因の探索的因子分析
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結果を支持するものであるといえる．本調査を実施
した段階での運動・スポーツ実施環境は施設の休業
やイベントの中止や延期で実施行動に大きな制限が
かかる期間であった（笹川スポーツ財団，2020；経
済産業省，2022）．この期間中は運動の実施形態は
オンラインにも広がりをみせていた時期であること
が報告されている（総務省，2021）．先のマラソン
イベントを対象としたオンラインスポーツに関する
研究でも，参加者への調査により，オンライン上で
の共通目的や目標をもったコミュニティが形成され
ているという報告がなされている（藤田，2020）．
よって，当時運動を継続的に実施できていた群は，
こうした，オンラインでのコミュニティが有効に作
用し，運動を継続するための一助となり得ていたこ
とが考えられる．しかしながら，本研究では直接的
にオンラインコミュニティによる運動継続への影響
について調査できていないため，この点については
今後更に詳細を明らかにすることが必要である．加
えて，コロナ禍においては全体的な消費支出が減少
している傾向にあり，特に外出型消費の減少がみら
れている（消費者庁，2021）．金銭的な余裕やスポー
ツに使うことのできる余剰資金ができたこともま
た，運動の継続に繋がったものと考えられる． 

阻害要因では，F ⅱコロナ・運動意欲要因ならび
に F ⅲ参加中止要因で有意な差が認められた．そ
の後の多重比較により，F ⅱコロナ・運動意欲要因
においては，頻度減少群（2.58）の方が頻度継続群

（2.26）よりも有意に高い数値をみせていたことから
頻度減少群では新型コロナウイルスに対する直接的
な感染不安や不謹慎狩り，自粛警察のような外部の
目を懸念している傾向にあることが示唆された．外
出に伴う感染リスクや人が密集するところでの運動
実施に否定的な意識を持つ人も一定数いることか
ら（スポーツ庁，2021a），本結果のように運動実施
頻度が減少した要因として新型コロナに対する感染
不安などのネガティブな意識が少なからず存在して
いることが窺える．また，F ⅲ参加中止要因におい
ても頻度増加群とその他の 2 群で有意な差を示して

いたことから，運動頻度が減少した群は，所属する
チームの活動や参加する大会が中止したことによる
影響をより受けていることが示唆された．コロナ禍
でのジムやフィットネスなどのスポーツ施設の一時
的な閉鎖は健康行動に否定的な影響を及ぼしており

（Fearnbach et al，2021），スポーツを実施できる場
所が減少したことが本結果を導き出していると考え
られる．さらには，運動実施場所への行きやすさや
そこでの運動実施者を見かけることが自己の運動意
欲の高まりにつながると報告されている（Harada 
et al.，2011；Inoue et al.，2011）ことからみても，
新型コロナウイルスの感染拡大によって，参加を中
止せざるを得なかったこの状況自体が，人々の運動
実施に影響を与えていることが推察される．これま
での運動・スポーツにおける阻害要因の研究枠組み
では，自身の性格や不安，スキル不足，特定の休暇
といった個人的阻害要因，家族や友人といった他者
との相互作用から生じる対人的阻害要因，施設，金
銭，時間，気候などの外的状況によって生じる構造
的要因に分類されて行われてきた（Crawford and 
Godbey，1987）．また，スポーツイベント（マラソ
ンイベント）への参加を検討するにあたり生じる構
造的制約（要因）として，コストやスケジュール，
ロケーションや大会内容が挙げられている（備前ほ
か，2016）．これは，構造的な阻害要因には外的な
環境が寄与していることがいえ，今回の分析と関連
するファクターである．本研究結果では，その中で
も特に新型コロナウイルス自体への感染不安などの
コロナ禍でこそ抽出された要因が影響しているもの
と捉えられる．コロナ禍での運動・スポーツ実施の
阻害要因の実態としては，新型コロナウイルスその
ものへの感染不安，それに伴い自身の所属するチー
ムやクラブの活動が中止となったことによる影響が
関連していることが明らかとなった．

コロナ禍での運動の促進要因ならびに阻害要因に
関する総合的考察として，自己の健康意識と運動と
の関わりが挙げられる．促進要因について，運動頻
度が増加した群は他の 2 群よりも健康や自己実現に

表 4　�運動・スポーツ実施頻度間での促進要因に関する比較

表 5　�運動・スポーツ実施頻度間での阻害要因に関する比較
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関する要因（健康・自己実現要因）が高く，阻害要
因では運動頻度が減少した群が他の 2 群よりも新型
コロナウイルス自体への感染不安に関する要因（コ
ロナ・運動意欲要因）が高かった．これらは，新型
コロナウイルスが蔓延し始めた時期を調査対象とし
たことが影響しているといえる．本研究の調査を
行った時期は新型コロナウイルスが長期的な流行を
みせているなかで人々の運動・スポーツ活動を含む
社会経済活動が著しい制限を受けた期間であった．
そのような環境下だからこそ本研究結果のように自
己の健康に対する意識や新型コロナウイルス自体へ
の感染不安に関する促進要因，阻害要因が抽出され
たのではないか．運動習慣の獲得に促進要因を明ら
かにすることは重要な項目の一つとなっているだけ
でなく（吉村ほか，2017），スポーツ参加を進めて
いく上で，阻害要因を解消していくことが日本のス
ポーツ振興にも貢献できるとしている（伊藤ほか，
2016）．このようなことからも今後，人々の健康に
対しての運動やスポーツに対するアプローチは変化
していくことが想像でき，運動・スポーツ実施促進
のための方法もさらなる検討の余地があるものと考
えられる．

Ⅳ．まとめ
本研究結果より主に以下のことが明らかとなった．
・ 富山県における運動・スポーツ未実施群の割合

は，全国平均よりも高い割合を示していた．
・ 主観的な健康状態感では未実施群のみ健康でな

いとする割合が高く，運動不足感，体力への自
信では全ての群においてネガティブな志向が存
在していた．

・ 運動，スポーツ実施に関する促進要因は健康・
自己実現要因，実施時間要因および人的・金銭
的要因であり，うち，健康・自己実現要因では
運動頻度が増加した群が頻度減少，継続群より
も高く，人的・金銭的要因で運動頻度が継続し
ている群が頻度減少群よりも高かった．

・ 運動，スポーツ実施に関する阻害要因は，外的
環境要因，コロナ・運動意欲要因，参加中止要
因であり，うち，コロナ・運動意欲要因で運動
頻度減少群が頻度継続群よりも高く，参加中止
要因で運動頻度減少群および継続群が頻度増加
群よりも高かった．

Ⅴ．研究の限界と今後の展望
本研究における研究の限界としては，分析の枠組

みが挙げられる．本研究では新型コロナウイルス流

行前期および流行期での運動実施頻度の違いを 4 群
に分けて分析することをベースとしたが，その手法
としてアンケート調査時期からおよそ 1 年以上前の
時点を期の区切りとし，想起したものの回答をもと
に分析している．今回，調査項目の参考とした先行
文献では 1 年間の平均的な運動頻度を問う方法（谷
ら，2016；スポーツ庁，2021a；スポーツ庁，2022）
が実施されていた．一方，本研究では国内初となる
緊急事態宣言という印象深い出来事を想起する時点
として設定したため，調査時期から期間が空いたと
しても妥当性は担保されると考えられるが，それで
も 1 年以上前の運動習慣を正確に思い起こす必要が
あり，今後はより正確に想起させる調査方法の検討
が必要である．また，今後の展望として本研究は一
般化こそしなかったものの，横断的な研究デザイン
であったため，運動頻度の推移と運動の促進要因な
らびに阻害要因に関する因果関係は特定できていな
い．運動頻度が増加もしくは減少，継続した要因に
ついて明らかにするためには研究デザインのさらな
る検討を重ねより発展的な報告となるよう努めたい．
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